
１．18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

３．配当状況 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料の10ページを参照して下さい。 

平成19年３月期 個別中間財務諸表の概要
(財)財務会計基準機構会員

平成18年11月24日

上場会社名 第一交通産業株式会社 上場取引所 福岡証券取引所 

コード番号 9035 本社所在都道府県 福岡県 

(URL http://www.daiichi-koutsu.co.jp) 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名  田中  亮一郎  

問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長 氏名 垂水  繁幸 ＴＥＬ （093）511－8840 

決算取締役会開催日 平成18年11月24日 配当支払開始日 平成18年12月 8日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株）     

(1)経営成績                                      (百万円未満切捨て)  

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 9,062 (   8.5) 1,018 ( 114.1) 1,648 (  50.3)

17年９月中間期 8,354 (△40.6) 475 (△58.2) 1,096 (   2.5)

18年３月期 22,101 2,040 3,242 

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 1,172 (  48.3) 59 99

17年９月中間期 790 (  57.9) 40 46

18年３月期 2,271 111 16

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 19,541,510株 17年9月中間期 19,535,128株 18年3月期 19,535,128株

  ②会計処理の方法の変更   無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態                                      (百万円未満切捨て)  

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 85,069 11,866 14.0 606 97

17年９月中間期 81,922 9,490 11.6 485 83

18年３月期 86,703 11,121 12.8 564 21

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 19,551,128株 17年9月中間期 19,535,128株 18年3月期 19,535,128株

  ②期末自己株式数 18年9月中間期 62,472株 17年9月中間期 62,472株 18年3月期 62,472株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

   百万円 百万円 百万円

通 期 26,000 3,400 1,500

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 76円72銭 

・現金配当 １株当たり配当金（円）

 中間期末 期末 年間

18年３月期 5.00 10.00 15.00

19年３月期（実績） 5.00 －
15.00

19年３月期（予想） － 10.00
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 6,657   6,290   8,285   

２．受取手形  1   1   1   

３．営業未収金  712   629   804   

４．販売用不動産 ※２ 12,621   11,871   14,135   

５．未成販売用不動産 ※２ 4,882   9,315   6,406   

６．その他のたな卸資
産  95   93   94   

７．その他  ※４ 1,981   1,748   2,041   

貸倒引当金  △55   △58   △55   

流動資産合計   26,897 32.8  29,891 35.1  31,713 36.6 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 13,059   13,158   13,019   

２．土地 ※２ 24,291   24,411   24,300   

３．その他 ※２ 299   247   248   

計  37,650   37,817   37,568   

(2）無形固定資産  134   115   124   

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  7,122   7,469   7,157   

２．出資金  574   40   572   

３．長期貸付金  5,611   6,070   5,978   

４．その他 ※２ 4,385   4,597   4,523   

貸倒引当金  △454   △931   △936   

計  17,239   17,245   17,296   

固定資産合計   55,025 67.2  55,177 64.9  54,990 63.4 

資産合計   81,922 100.0  85,069 100.0  86,703 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  3,175   4,078   6,812   

２．営業未払金  1,191   671   283   

３．短期借入金 ※２ 8,565   8,738   10,538   

４．1年以内返済予定
長期借入金 

※２ 7,203   8,329   7,484   

５．未払法人税等  －   194   －   

６．賞与引当金  46   45   43   

７．役員賞与引当金   －   50   －   

８．その他 ※２ 3,045   3,773   3,935   

流動負債合計   23,228 28.3  25,880 30.4  29,098 33.6 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 38,488   36,811   35,851   

２．退職給付引当金  6,218   6,172   6,257   

３．役員退職慰労引当
金  1,125   1,198   1,170   

４．その他  3,370   3,139   3,203   

固定負債合計   49,203 60.1  47,322 55.6  46,482 53.6 

負債合計   72,431 88.4  73,202 86.0  75,581 87.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,020 2.5  － －  2,020 2.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  2,207   －   2,207   

資本剰余金合計   2,207 2.7  － －  2,207 2.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  201   －   201   

２．任意積立金  10,610   －   10,610   

３．中間(当期)未処分
利益  1,275   －   1,667   

利益剰余金合計   12,086 14.7  － －  12,478 14.4 

Ⅳ 土地再評価差額金   △7,148 △8.7  － －  △6,074 △7.0 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   391 0.5  － －  556 0.6 

Ⅵ 自己株式   △67 △0.1  － －  △67 △0.1 

資本合計   9,490 11.6  － －  11,121 12.8 

負債資本合計   81,922 100.0  － －  86,703 100.0 
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前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                 

(1）資本金    － －   2,027 2.4   － － 

(2）資本剰余金              

１．資本準備金   －   2,214   －   

資本剰余金合計    － －   2,214 2.6   － － 

(3）利益剰余金              

１．利益準備金   －   201   －   

２．その他利益剰余金               

  別途積立金   －   11,410   －   

  繰越利益剰余金    －   1,748   －   

利益剰余金合計    － －   13,360 15.7   － － 

(4）自己株式    － －   △67 △0.1   － － 

   株主資本合計   － －  17,535 20.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

１．その他有価証券評価
差額金  －     410     －     

２．土地再評価差額金  －   △6,078     －   

   評価・換算差額等合計   － －  △5,668 △6.6  － － 

純資産合計   － －  11,866 14.0  － － 

負債純資産合計   － －  85,069 100.0  － － 
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  ※１  8,354 100.0  9,062 100.0  22,101 100.0 

Ⅱ 売上原価  ※１  6,072 72.7  6,408 70.7  16,479 74.6 

売上総利益    2,281 27.3  2,654 29.3  5,622 25.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,806 21.6  1,636 18.1  3,582 16.2 

営業利益   475 5.7  1,018 11.2  2,040 9.2 

Ⅳ 営業外収益 ※２  1,242 14.9  1,235 13.7  2,537 11.5

Ⅴ 営業外費用 ※３  621 7.5  605 6.7  1,335 6.0

経常利益   1,096 13.1  1,648 18.2  3,242 14.7 

Ⅵ 特別利益 ※４  175 2.1  － －  184 0.8

Ⅶ 特別損失 ※5,6  350 4.2  49 0.6  996 4.5

税引前中間(当期)
純利益   921 11.0  1,598 17.6  2,430 11.0 

法人税、住民税及
び事業税  134   348   405   

法人税等調整額  △3 130 1.5 77 426 4.7 △245 159 0.7 

中間(当期)純利益   790 9.5  1,172 12.9  2,271 10.3 

前期繰越利益   460   －   460  

土地再評価差額金
取崩額   24   －   △967  

中間配当額   －   －   97  

中間(当期)未処分
利益   1,275   －   1,667  
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
2,020 2,207 2,207 201 10,610 1,667 12,478 △67 16,639 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 7 7 7 － － － － － 14 

別途積立金の積立て(注) － － － － 800 △800 － － － 

剰余金の配当（注） － － － － － △195 △195 － △195 

役員賞与（注） － － － － － △100 △100 － △100 

中間純利益 － － － － － 1,172 1,172 － 1,172 

土地再評価差額金取崩額 － － － － － 4 4 － 4 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
7 7 7 － 800 81 881 － 895 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
2,027 2,214 2,214 201 11,410 1,748 13,360 △67 17,535 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

       （百万円） 
556 △6,074 △5,517 11,121 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 － － － 14 

別途積立金の積立て(注) － － － － 

剰余金の配当（注） － － － △195 

役員賞与（注） － － － △100 

中間純利益 － － － 1,172 

土地再評価差額金取崩額 － － － 4 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△146 △4 △150 △150 

中間会計期間中の変動額 

合計     （百万円） 
△146 △4 △150 745 

平成18年９月30日 残高 

       （百万円） 
410 △6,078 △5,668 11,866 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会

社株式 

 移動平均法による原

価法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

子会社株式及び関連会

社株式 

同 左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同 左 

子会社株式及び関連会

社株式 

同 左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ております。） 

 時価のないもの 

 移動平均法による

原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

 (2）たな卸資産 

販売用不動産及び未成

販売用不動産 

(2）たな卸資産 

販売用不動産及び未成

販売用不動産 

(2）たな卸資産 

販売用不動産及び未成

販売用不動産 

  個別法による原価法 

 ただし、時価が帳簿

価額の80％を下回る物

件については、著しい

価値の下落があるもの

とみなして時価により

評価しております。 

同 左 同 左 

 商品 

 売価還元法による原

価法 

商品 

同 左 

商品 

同 左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品 

同 左 

貯蔵品 

同 左 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４

月１日以降取得した建

物（建物付属設備を除

く）については定額法 

 なお、主な耐用年数

は、建物 3～50年であ

ります。 

(1）有形固定資産 

同 左 

(1）有形固定資産 

同 左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

  なお、自社利用のソ

フトウエアについて

は、社内における利用

可能期間（５年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

定額法 

同  左 

(2）無形固定資産 

定額法 

同  左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

(1）貸倒引当金 

同 左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき当中間期

に負担すべき額を計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同 左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見

込額に基づき当期に負

担すべき額を計上して

おります。 

 (3）役員賞与引当金 

────── 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支給に備

えるため、当事業年度

における支給見込額の

当中間会計期間負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間か

ら、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより営業利

益、経常利益及び税引

前中間純利益は、それ

ぞれ50百万円減少して

おります。 

(3）役員賞与引当金 

────── 
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項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務及

び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異

については、15年によ

る按分額を営業外費用

として費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

(4）退職給付引当金 

 同 左 

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき当期末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 会計基準変更時差異

については、15年によ

る按分額を営業外費用

として費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異

は、各事業年度の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）によ

る定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処

理することとしており

ます。 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支

払いに備えるため、役

員退職慰労金支給内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同 左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支

払いに備えるため、役

員退職慰労金支給内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同 左 同 左 

５．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

 消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

同 左  消費税等の会計処理

は、税抜方式を採用して

おり、控除対象外消費税

は当期の租税公課として

処理しております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は77百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。  

 ──────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

により減価償却費が1百万円減少

し、営業利益及び経常利益がそれぞ

れ同額増加するとともに、減損損失

が77百万円計上され、税引前当期純

利益は75百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。  

 ──────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は11,866百万円と当中間会

計期間末の純資産合計と同額であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ──────── 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで投資その他の資産「出資金」に含

めていた有限会社に対する出資金（当中間会計期間末

532百万円）は、会社法（平成17年第86号）及び会社法

の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年

第87号）第２条第２項により、旧有限会社法に規定する

有限会社に対する持分が株式とみなされることとなった

ことに伴い、当中間会計期間から「投資有価証券」に含

めて表示することに変更いたしました。 

 なお、前中間会計期間の投資その他の資産「出資金」

に含まれる当該出資金は532百万円であります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額      11,319百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額      11,706百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額      11,375百万円 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務 

※２ 担保に供している資産及び対

応する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

現金及び預金(定期

預金) 
85百万円 

販売用不動産 2,862 

未成販売用不動産 2,725 

建物 9,713 

土地 20,200 

有形固定資産「その

他」(構築物) 
61 

投資その他の資産

「その他」（差入保

証金） 

5 

計 35,654 

現金及び預金(定期

預金) 
85百万円 

販売用不動産 2,096 

未成販売用不動産 5,751 

建物 9,223 

土地 19,722 

有形固定資産「その

他」(構築物) 
54 

計 36,934 

現金及び預金(定期

預金) 
85百万円 

販売用不動産 2,605 

未成販売用不動産 3,685 

建物 9,373 

土地 19,730 

有形固定資産「その

他」(構築物) 
57
 

計 35,537 

(2）対応する債務 (2）対応する債務 (2）対応する債務 

短期借入金 165百万円 

1年以内返済予定

長期借入金 
3,274 

長期借入金 12,996 

流動負債「その

他」(前受金) 
16 

計 16,452 

短期借入金 8,238百万円 

1年以内返済予定

長期借入金 
6,630 

長期借入金 30,040 

流動負債「その

他」(前受金) 
22 

計 44,931 

短期借入金 10,538百万円 

1年以内返済予定

長期借入金 
6,502 

長期借入金 28,265 

流動負債「その

他」(前受金) 
3 

計 45,310 
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ３ 偶発債務 

下記会社及び当社分譲物件の購入者

の金融機関等からの借入金等に対し

て次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 ３ 偶発債務 

下記会社及び当社分譲物件の購入者

の金融機関等からの借入金等に対し

て次のとおり債務保証を行っており

ます。 

 ３ 偶発債務 

下記会社及び当社分譲物件の購入者

の金融機関等からの借入金等に対し

て次のとおり債務保証を行っており

ます。 

㈱第一ゼネラルサー

ビス 

12,825百万円 

大阪第一交通㈱ 1,810 

那覇バス㈱ 1,087 

第一交通㈱(東京) 894 

観光第一交通㈱(仙

台) 

856

 
 

興亜第一交通㈱  530 

仙台第一交通㈱ 491 

広島第一交通㈱ 415 

㈱ミュンヘンオート 411 

芙蓉第一交通㈱ 365 

第一オーケイパーキ

ング㈱ 

357 

肥後第一交通㈱ 320 

早良第一交通㈲ 249 

札幌第一交通㈱ 248 

第一交通㈱(徳山) 219 

東北第一交通㈱ 178 

群北第一交通㈱ 162 

㈱第一モータース(北

九州) 

149 

その他23社 1,386 

当社分譲物件購入者

(557名) 
1,464 

計 24,425 

㈱第一ゼネラルサー

ビス 

9,580百万円 

那覇バス㈱ 1,774 

大阪第一交通㈱ 1,510 

㈱琉球バス交通 850 

第一交通㈱(東京) 800 

観光第一交通㈱(仙

台) 

762 

興亜第一交通㈱ 467 

㈱ミュンヘンオート 410 

芙蓉第一交通㈱ 326 

広島第一交通㈱ 301 

肥後第一交通㈱ 285 

札幌第一交通㈱ 211 

早良第一交通㈲ 198 

第一交通㈱(徳山) 188 

第一オーケイパーキ

ング㈱ 

178 

東北第一交通㈱ 164 

群北第一交通㈱ 146 

その他23社 1,290 

当社分譲物件購入者

(353名) 
918 

計 20,365 

㈱第一ゼネラルサー

ビス 

9,219百万円 

那覇バス㈱ 1,830 

大阪第一交通㈱ 1,660 

第一交通㈱(東京) 838 

観光第一交通㈱(仙

台) 
809 

興亜第一交通㈱ 499 

㈱ミュンヘンオート 410 

広島第一交通㈱ 358 

芙蓉第一交通㈱ 345 

肥後第一交通㈱ 303 

第一オーケイパーキ

ング㈱ 

260 

札幌第一交通㈱ 230 

早良第一交通㈲ 224 

第一交通㈱(徳山) 203 

東北第一交通㈱ 171 

群北第一交通㈱ 154 

㈱第一モータース(北

九州) 

124 

その他24社 1,355 

当社分譲物件購入者

(456名) 
1,177 

計 20,176 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、 

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。  

※４ 消費税等の取扱い 

      同 左 

────── 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 当中間会計期間の売上高及び 

   売上原価が前中間会計期間に 

   比し減少した主な要因は、平 

   成16年10月１日付をもって会 

   社分割によりタクシー事業を 

   100%子会社11社が分割継承し 

   たことによるものでありま 

   す。なお、当該タクシー事業 

   に係る前中間会計期間の売上 

   高及び売上原価は、それぞれ 

   6,633百万円、5,757百万円で 

   あり、売上総利益は875百万 

   円であります。 

  

      ──────       ────── 

※２ 営業外収益の主な内訳 ※２ 営業外収益の主な内訳 ※２ 営業外収益の主な内訳 

受取利息 78百万円 

受取配当金 959 

    

受取利息 85百万円 

受取配当金 990 

    

受取利息 152百万円 

受取配当金 1,891 

※３ 営業外費用の主な内訳 ※３ 営業外費用の主な内訳 ※３ 営業外費用の主な内訳 

支払利息 536百万円 支払利息 508百万円 支払利息 1,053百万円 

※４ 特別利益の主な内訳 ────── ※４ 特別利益の主な内訳 

固定資産売却益 175百万円 

(うち土地 116百万円) 

 固定資産売却益 184百万円 

(うち土地 122百万円) 

※５ 特別損失の主な内訳 ※５ 特別損失の主な内訳 ※５ 特別損失の主な内訳 

固定資産除売却損 134百万円 

(うち土地売却損 102百万円) 

減損損失 77 

貸倒引当金繰入額 133 

固定資産除売却損 18百万円 

(うち建物 18百万円) 

減損損失 15 

固定資産除売却損 235百万円 

(うち建物 124百万円) 

減損損失 77百万円 

貸倒引当金繰入額 618百万円 
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前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

 当社は営業所を基礎として継続

的な収支の把握を行っている単位

を一つの資産グループとしており

ます。なお、遊休資産については

各資産単位を一つの資産グループ

としております。  

 その結果、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスの資産グ

ループ、市場価格が著しく下落し

た資産グループ及び遊休資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(77百万円)として特別損失に計上

いたしました。その内訳は建物13

百万円、土地54百万円、その他有

形固定資産9百万円であります。 

 なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額又は使用価

値により測定しております。 

 回収可能価額を正味売却価額に

より測定する場合の時価は、対象

資産の重要性を考慮して路線価又

は固定資産税評価額等を基礎とし

て算定しております。 

 また、回収可能価額を使用価値

により測定している場合には、将

来キャッシュ・フローを6.9％で

割引いて算定しております。 

用途 場所 種類 

減損損

失(百万

円) 

事業用

資産 

福岡県

北九州

市他１

箇所 

土地・

建物他 
44 

遊休資

産 

鳥取県

米子市

他７箇

所 

土地・

建物  
32 

※６ 減損損失 

当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。 

 当社は営業所を基礎として継続

的な収支の把握を行っている単位

を一つの資産グループとしており

ます。なお、遊休資産については

各資産単位を一つの資産グループ

としております。  

 その結果、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスの資産グ

ループ、市場価格が著しく下落し

た資産グループ及び遊休資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(15百万円)として特別損失に計上

いたしました。その内訳は土地15

百万円であります。 

 なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額により測定

しております。 

 回収可能価額を正味売却価額に

より測定する場合の時価は、対象

資産の重要性を考慮して路線価又

は固定資産税評価額等を基礎とし

て算定しております。 

用途 場所 種類 

減損損

失(百万

円) 

事業用

資産 

福岡県

北九州

市 

土地 9 

遊休資

産 

鳥取県

米子市

他４箇

所 

土地  6 

※６ 減損損失 

当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

 当社は営業所を基礎として継続

的な収支の把握を行っている単位

を一つの資産グループとしており

ます。なお、遊休資産については

各資産単位を一つの資産グループ

としております。  

 その結果、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスの資産グ

ループ、市場価格が著しく下落し

た資産グループ及び遊休資産につ

いて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

(77百万円)として特別損失に計上

いたしました。その内訳は建物13

百万円、土地54百万円、その他有

形固定資産9百万円であります。 

 なお、当該資産グループの回収

可能額は正味売却価額又は使用価

値により測定しております。 

 回収可能価額を正味売却価額に

より測定する場合の時価は、対象

資産の重要性を考慮して路線価又

は固定資産税評価額等を基礎とし

て算定しております。 

 また、回収可能価額を使用価値

により測定している場合には、将

来キャッシュ・フローを6.9％で

割引いて算定しております。 

用途 場所 種類 

減損損

失(百万

円) 

事業用

資産 

福岡県

北九州

市他１

箇所 

土地・

建物他 
44 

遊休資

産 

鳥取県

米子市

他７箇

所 

土地・

建物  
32 

７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 ７ 減価償却実施額 

有形固定資産 344百万円 

無形固定資産 10 

有形固定資産 334百万円 

無形固定資産 9 

有形固定資産 691百万円 

無形固定資産 20 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注） 62 － － 62 

     合計 62 － － 62 
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①リース取引 

   ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。  

②有価証券関係 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── ────── ────── 
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